
佐賀東部水道企業団

　契約番号　1507200005

北茂安浄水場次亜注入設備修繕工事

　

特　記　仕　様　書

令和７年６月



　  請負者は仕様書に記載した事項のほか下記の関係法令に従い誠実に完全な施工をすること。

 (１５)佐賀県条例、規則

 (１６)その他関連法令条例および規格

３．工事の下請負

（１) 請負者は、下請負に付すときは、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなければならない。

   １) 請負者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。

   ２) 下請負者が佐賀東部水道企業団の工事指名競争入札参加資格者である場合には、営業停止又

 

   ３) 下請負者が当該下請け工事の施工の実績を有すること、また、機器製作においては保守の観

１．概　　要

　  本工事は、法令・その他特別に定めるものを除き、本特記仕様書、設計図書ならびに該当工事

  　   は、指名停止期間中でないこと。

第１章   総　　　　則

第１節   一般事項

 (１０)日本電信電話株式会社技術基準

 (１１)消防法

 (１２)道路交通法

 (１３)騒音規制法

 (１４)労働基準法

 (４) 日本電機工業会標準規格(ＪＥＭ)

 (５) 日本電線工業会標準規格(ＪＣＳ)

 (６) 日本照明器具工業会標準規格(ＪＩＣ)

 (７) 電池工業会規格(ＳＢＡ)

 (８) 経済産業省電気設備技術基準

 (９) 日本電気協会内線規定

　  本仕様書は、佐賀東部水道企業団北茂安浄水場次亜注入設備修繕工事に適用し、工事全般に関

　る特記事項を記載するものである。

　監督員（以下「監督員」とする）の指示に従い、誠実かつ定められた期間内に完全に施工するも

　のである。

２．規格・基準・法令等の準拠

 (１) 日本産業規格(ＪＩＳ)

 (２) 日本水道協会規格(ＪＷＷＡ)

 (３) 電気規格調査会標準規格(ＪＥＣ)

　  また、本仕様書に定められていない事項については、すべて監督員の指示に従うものとする。



１) 現場代理人等届出書

２) 工事工程表　　　　

３) 工事費内訳明細書

１) 就業労働者数報告　２) 出来高報告　３) 施工体制台帳

４) 使用機器報告　　　５) その他必要なもの

６．施工管理

 (１) 請負者は、契約後、監督員指定日以内に必要な手続きを履行するとともに次の書類を提出し

５．申請及び手続き

（２) 発注者は、前項の要件を満たす建設工事標準下請契約約款第７条に規定する下請負に係る通

（３) 請負者は、不必要な重層下請けをさせないように下請負者を指導しなければならない。

 (４) 請負者は、下請負に付すときは、工事の開始に先立って昭和５２年４月２６日中央建設審議

 (５) 請負者は、下請負者が再下請けに付すときは、前項に規定する下請契約書により下請契約を

  認を得てから実施すること。これらに要する費用は、すべて本工事に含まれるものとする。

  ばならない。

    計画の変更、工事中の検査、関連工事との取り合い、あるいは請負者が監督員の指示に従わな

  いとき、または請負者に工事遂行能力がないと認めた場合、この工事の一部または全部について

  わない。

  するものとする。この際、官公庁より所定の指示があった場合は速やかに監督員に報告の上、承

４．工事の中止

  工事の中止を命ずることができる。この行為が請負者の責に基づく場合は、監督員はその責を負

    監督員は必要である場合、設計変更を行う。ただし、軽微な変更については協議の上決定する。

    請負者は法令で定められた関係諸官公庁への報告・届出・認可許可申請等の手続き一切を代行

    　 点から工事、設計、製作が一括して出来ること。

 　   知がその他の理由により不適当と認めたときは、承諾しないものとする。

   　 会が勧告した建設工事標準下請契約約款又は同契約約款に準拠した内容をもつ下請契約書に

  　  より、下請契約を締結しなければならない。

    　締結するよう指導しなければならない。

    工事に先立ち請負者は、発注者の定める様式により、指定期日までに次の書類を提出しなけれ

  　  監督員の承認を得ること。

 (５) 現場代理人は工事中、監督員の監督を受け施工管理、材料、機器の保管ならびに現場従業員

 (２) 資格を必要とする作業は、それぞれ有資格者で施工しなければならない。

 (３) 請負者は、監督員の指示に従い、次の記録報告を行うこと。

 (４) 請負者は工事の施工にあたって付近の居住者に迷惑のかからぬよう公害の防止に努めなけれ

   　 ばならない。

  　  の保安面や取締りに専念すること。また万一事故等発生時の処理にあたっては即決権を有す



 (１) この工事に必要な仮設物(詰所、機材置場、工作物、便所等)はすべて請負者の責任において

 (２) 場内に仮設物を設ける場合、監督員の許可を受け、指示に従い処置をすること。

 (３) この工事に関する電気、用水、電話の各設備は、原則として請負者で用意し、料金を含めて

  　  準備する。

  　  ること。

   　 負者は直ちに適任者と交替させるものとする。

   　 安指示事項を日報に記載すること。

  　  界部分については相互に協力し、全体としては欠陥のない設備とすること。

 (１１) 請負者は、機器製作中、及び製作後、叉現場工事開始から完了までの過程を随時、デジタ

 (１２) 撤去工事により撤去する機器・器材、またその他の廃棄物については、適切にこれを処理

 (１) 請負者は、工事の施工にあたって常に細心の注意を払い労働安全衛生法を厳守し、公衆及び

 (２) 工事中は所要の人員を配し、現場内の整理整頓および保安に努めなければならない。

 (６) 一旦、承認された現場代理人および現場作業員といえども監督員が不適当と認めた場合、請

 (７) 請負者は、工事の進捗に伴い監督員の指示に従い工事日報を提出する。また、作業者への保

 (８) 請負者は、施工にあたって関連業者との連絡を密にし、工事の進捗を図るとともに、工事限

 (９) 工事現場には、見やすい場所に工事件名・工事箇所・工事期間・請負者名の名称等を記載し

 (１０) 請負者は、保安施設基準による設備・標識を設けなければならない。

   　 た工事標識を設置しなければならない。

  　　  ルカメラにて写真(カラー)撮影し、整理した上で、１部提出すること。特に隠蔽部分は指

    　　示無くとも撮影しアルバム及び電子データとして竣工時に提出のこと。

８．仮設物

   　 策を講じなければならない。また、塗料などの揮発性物質を使用する場合には、その成分等

 (５) 工事現場への一般の立入り、または試験時等、関係者以外の者の出入りを禁止する必要があ

 (６) 豪雨および台風時等、出水他被害の恐れがある場合は、請負者は昼夜の別なく所要の人員を

 (７) 工事現場の秩序を保つとともに、火災、盗難等の事故防止に必要な処置を講じなければなら

   　 しなければならない。

   　 現場に待機させるとともに応急処置に対する準備をしなければならない。

７．保安および衛生管理

   　　 すること。

   　 従業員の安全を図らなければならない。

 (４) 危険物を使用する場合は、保管および取扱について関連法令の定めるところに従い万全の方

 　   処置および連絡方法等について監督員と協議し、これを厳守しなければならない。

    　る場合は、監督員の承諾を得て、その区域へ適当な柵を設けるとともに、立入禁止の標示を

   　 ない。

  　  が分かる書類を添付しなければならない。

 (３) 重要な工作物に近接して工事を施工する場合、あらかじめ保安上必要な処置、緊急時の応急



提出時期 番 書類名称 部数 提出期日 備考

1 工事工程表 1 契約後5日以内

2 現場代理人等届出書 1 〃
資格証明書
様式第3号

3 経歴書 1 〃

4 工事費内訳明細書 1 〃 様式第4号

5
工事実績情報サービ
ス登録内容確認書

1 契約後10日以内
請負代金

500万円以上

6 施工計画書 1 着手３週間前

7 施工体制台帳 1 〃

8 施工体系図 1 〃

9 材料承諾願 1 施工前

    検査は、監督員立会のもとで次の種類とするが、これに要する費用はすべて請負者の負担とす

      この工事に使用する主要な機器、材料については製作完了時、該当工場において監督員の立

   　 するものとする。

 (４) 中間検査

   　 会い検査を行う。

      工場検査を行う場合は、検査実施の３０日前に検査依頼書を監督員に提出し、詳細打合せを

      特記仕様書あるいは、あらかじめ監督員の指示した箇所など、工事段階の区切等には監督員

   ３) 竣工検査を受けるにあたっては、竣工図面を監督員に提出すること。

 (２) 施工検査

   ２) 竣工検査を受ける場合は、当該地域を清掃整理し、監督員に竣工届を提出する。

 (３) 竣工検査

    　の検査を受けなければ次の作業を進めてはならない。

   １) 工事完了にあたっては、関係官公庁の検査および監督員の立会の上で下記の試験および検査

   　 自ら負担するものとする。

９．検査

 (１) 工場検査

   る。

  　   を行う竣工検査を受けるものとし、検査合格をもって受け渡し完了とする。

１０．提出書類

着工前

　   請負者は、別に定める様式により以下の書類を提出しなければならない。

 (１) 提出書類

   １) 工事完了後では検査できない部分においては、中間時に監督員の検査を受けるものとする。

     なお、これらに要する費用はすべて請負者の負担とする。



10 職務分担届 1 契約後10日以内

11 緊急連絡先届 1 〃

12 事故発生報告書 1 そのつど

13 一部下請申請書 1 〃 様式第15号

14 主要機器製作業者届 1 〃

15 実施工程表 1 〃

16 工事打合せ議事録 1 〃

17 工事日報 1 〃

18 施工設計図の承諾願 1 〃

19 機器材料搬入検査願簿 1 〃

20 製品(工場)検査願 1 〃

21 検査試験成績表 1 〃

22 竣工図(永久保存版) 1

23 各種試験成績表 1

24 各種完成図書 1 下記詳細

25 工事記録写真集 1

26 完成通知書 1 完成時

27 監督検査確認申請書 1 〃

28 完成払請求書 1 検査合格後

29 引渡書 1 〃 様式第16号

     ・完成図書・・・・（ＣＤ－Ｒ及びＵＳＢメモリ収納ケース付き）

    するものとする

    者は無償にて直ちに監督員の指示する期間内に改造、補修または新品と取り替えるのとする。

     ・工事写真

     ・ＣＤ－Ｒ・・・・１部  (上記データ収納）

１１．建物、道路等の損傷に対する補修

１２．保証期間

      この工事の施工に関し、建物、道路等を損傷した場合、監督員の指示に従い、完全に修理

工事中

     ・竣工図

 (４) 請負者は、別に定める様式により以下の書類を提出しなければならない。

     ・ＵＳＢメモリー（セキュリティー付）・・・・１部  (上記データ収納)

 (２) 本工事に関連する既設完成図書の不要な部分は削除し、再編集を行う。

　　　※完成図書：ＰＤＦ、竣工図：ＣＡＤ（ＪＷ－ＣＡＤ、ＳＦＣ）及びＰＤＦ

完成時

 (３) その他、監督員が指示するもの。

　    本工事の保証期間は、受渡し完了後１年とし、引渡し時に点検を行うものとする。

　    また万一、保証期間内に請負者の責任に帰すべき原因による事故が発生した場合には請負



　    有償保証期間は、本設備が稼働する限り、主要機器の保守部品の供給が行なえること。

　    既設設備の撤去に伴い破損した壁・床等は補修を施し、復旧を行うものとする。

　　便検査成績書」という。）を監督員に提出しなければならない。

　　　また、保菌検査は、概ね６ヶ月毎に診断結果を提出するものとする。

　　　なお、監督員は、消化器系伝染病が発生し、または発生の恐れ場ある場合、入門者に臨時に

　　保菌検査を命じることができる。

１９．保管の義務

　　　請負者は、設計図書、仕様書に記載されていなくても、法規上、施行上または目的とする機

　　能のために当然必要を認められるものについては、施行すること。

２０．就業時間

　　　工事施工の就業時間については、予め監督員と協議しなければならない。

　　１７７号）第２１条に定める消化器系伝染病病原体（サルモネラ菌、Ｏ１５７、赤痢菌、腸チ

　　フス菌、パラチフス菌）の保菌検査をおこない、その医療機関等の発行する成績書（以下「検

　　と。下請負者が当該下請け工事の施工及び機器製作(工事、設計、製作が一体となった製品保

　　証が出来る会社であること。)の実績を有すること。

１６．下請業者の選定について

　　　下請契約を締結する場合には、原則当該契約の相手方を構成団体内に本店(建設業法(昭和２

　　４年法律第１００号)に規定する主たる営業所を含む。)を有するものの中から選定するよう努

　　めること。

１７．工事材料の調達

　　　工事は材料に係る納入契約を締結する場合には、原則当該契約の相手方は構成団体内に本店

　　　機器製作業者の選定にあたっては、原則構成団体の業者を優先的に使用するよう努めるこ

１５．機器製作業者の選定について

　　を有する者の中から選定するとともに、工事に使用する材料については、地場産業の活性化を

    図るため県内で生産または製造されたものを積極的に使用するよう努めること。

　    点検時に必要となる保守用工具等を納品すること。

１８．保菌検査について

　　　浄水場に正規入門しようとする請負者は、医療機関等において、水道法（昭和３２年法律第

１３．撤去,移設工事に伴う補修について

１４．保守用品について



２１．他工事との協調

　　　工事現場付近で他工事が施工されているときは、互いに協調して円滑な施工を計らなくては

　　ならない。



１．概　　要

２．竣工期限

　本工事の竣工期限は、以下の通り。

　令和 ８年 ２月 ２７日

３．工事場所

佐賀県三養基郡みやき町大字江口地内　北茂安浄水場管理本館地下

１．整備機器及び数量

（１）  次亜注入ポンプ 数量：８台

（２）  次亜貯槽 数量：２基

（３）  マイクロ波レベル計 数量：２台

（４）  電極式レベルスイッチ 数量：３台

（５）  次亜注入配管（注入ユニット～注入点）数量：１式

（６）  電磁流量計 数量：９台

（７）  渦流量センサー 数量：６台

（８）  電気計装設備（受電・動力・監視制御）数量：４面

２．工事内容

（１）  次亜注入ポンプ設備

・分解整備工事

・吐出量測定

・外観目視点検（腐食、クラック、液漏れ等の有無）

・異常音、振動等の確認

（２）  次亜貯槽及び注入配管設備

・貯槽及び次亜注入配管の外観目視点検（クラック、漏れ等の有無）

・マイクロ波レベル計動作状況の確認（メーカー点検）

・電極式レベルスイッチ接点動作確認試験

第２章　工 事 概 要

第１節　一 般 事 項

　  本工事は、北茂安浄水場薬品注入設備において、令和元年度に更新した次亜注入設備の修繕工

第２節　設備の仕様及び施工について

　事を実施するものである。



・配管の洗浄（注入ユニットのみ）

・注入ホース、注入弁交換

・電磁流量計の動作状況の確認（メーカー点検）

・渦流量センサーの交換

（３）  電気計装設備

・ＰＬＣバッテリーの交換

・直流電源装置の交換

・フロートレスリレーの交換

３．交換部品

（１）  次亜注入ポンプ設備

　 ポンプ型式：兵神装備(株)製（ＣＹ０８Ｆ－ＭＮ０３）

交換部品（８台分）　※別紙１・２参照

１）ステーター　（３００５） ８本

２）Ｏリング　　（８０１２） ８個

３）Ｏリング　　（８０１５） １６個

４）Ｏリング　　（Ｍ２１４）　  ８個

５）六角穴付きボルト　（Ｍ１０６） ８個

６）スラストベアリング　（Ｍ１０９） ８個

７）ピン　（Ｍ１１０） １６個

８）スリーブベアリング　（Ｍ４０１） ８個

９）スリーブベアリング　（Ｍ４０３） ８個

１０）スリーブベアリング　（Ｍ４０４） ８個

（２）  次亜貯槽及び注入配管設備

１）注入弁 ４０個

２）ブレードホース １式

３）渦流量センサー ６個

４）雑材、消耗品　　 １式

（３）  電気計装設備

１）ＰＬＣバッテリー ２個

２）直流電源装置 ２台

３）フロートレスリレー １１台

３．施工について

・電磁流量計の点検については、各メーカーの技術員にて行わせることとし、各々メーカーに



　て推奨されている点検基準に則した内容で、担当者と事前に協議し行うものとする。

・常時注入を行っている設備の整備を行うものであるため、５系統ある注入ラインの１系統毎

　の整備とする。

・注入ポンプのオーバーホールを行った際、試運転時の流量及び周波数や回転数等のデータを

　ポンプ特性曲線作成のためシーケンサに上書き変更し、動作等問題が無いかを確認しなけれ

　ればならない。

４．試運転

・ポンプのオーバーホール前後に実施する試運転の流量データについては、ユニットに設置さ

　れている電磁流量計の値を使用するものとする。

５．注意事項

・ポンプの整備、配管清掃を行った際、万が一、施工者等のミス等にて故障、不具合が発生し

　た場合は、施工者により責任をもって修理補償を行うこと。


